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要旨　本稿は、資本主義の多様性論の視角から、ライフコースにわたる就業状態に着目し
た移動的労働市場論について分析する。
　資本主義の多様性論からは、構成された諸制度が、制度補完性によって互いに強化され
ることが示唆された。また、比較制度優位の概念からは、労働市場に提供される社会保護
の度合いによって、労使間で重要視される技能の特殊性が変動し、それと適合する製品市
場戦略も変化することが示された。
　社会的包摂を追求する移動的労働市場では、アクター間の調整による移動に伴うリスク
の定義と、移動のリスクへの対処策となる移動経路の確立が重視された。これによって、
制度的補完性に寄与する移動的労働市場の諸制度の進化が促された。また、移動的労働市
場では、労働者の双方向的かつ円滑な移動に寄与する技能として、市場内で汎用性が高い
一般的技能と移動先で求められる特殊的技能を組み合わせた「地域特殊的技能」が要求さ
れた。
はじめに
　資本主義に係わる論争において、「取り巻く経済環境の変化に対して、社会の諸制度は
どのように対応すべきか」という論点は、重要な基本論点である。国内外の競争や環境の
変化による影響は、諸制度自体の革新（イノベーション）を促すだけでなく、他の制度に
も及ぶ。そのため、諸制度の変化について分析するためには、それぞれの制度からどのよ
うな変化が見出せるかだけでなく、イノベーションが発生する速度の違いを考慮しなけれ
ばならない。それ故に、この論点を考察するために必要なことの 1 つは、「イノベーショ
ンの速度が相対的に緩やかな制度がどのような方向に変化しているのか」である。その理
由は、相対的に緩やかに変化する制度ならば、他の諸制度を所与として分析することがで
きるからである。また、諸制度間の関係、すなわち、互いにどのような影響を与え合うか
についてみることも必要である。例えば、国際的に激しい競争が繰り広げられてきた分野
で形成されたルールが、比較的緩やかな他の制度に強く作用している状況が十分に想定で
きる。
　そこで、本稿では、デヴィッド・ソスキス（David Soskice）とピーター・A・ホール
（Peter A. Hall）によって展開された「資本主義の多様性（Varieties of Capitalism）」論から
得られる知見を基にして、ライフコースにわたる就業状態に着目したギュンタ ・ーシュミッ
ト（Günther. Schmid）が提唱する「移動的労働市場（Transitional Labour Markets）」の特性
とその方向性を考察の対象とする1）。VOC論に着目する理由は、「制度的補完性（institu-
　　　　　　　　　　　　　　　　
1 ） 以下の本文では、「資本主義の多様性（Varieties of Capitalism）」をVOC、「移動的労働市場（Transi-
tional Labour Markets）」をTLMと略記する。
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tional complementarity）」によって多様な資本主義が存在することから、「比較制度優位
（comparative institutional advantage）」という概念を提示しているからである。TLM論に関
しては、グローバリゼーション等のトレンドに直面した労働市場において、いかにして労
働者が技能を形成し、雇用水準の向上を企図するのかがテーマとされているからである。
TLMについて考察するために、第 1 節では、VOC論の枠組みから見出される理念型を整
序する。第 2 節では、TLMの構造および目指す方向性について概観する。最後に、TLM
の特性についてVOC論の視角から考察する。
Ⅰ．VOC論の問題関心
　本節では、まず、ホールとソスキスの関心の所在をみる2）。次に、VOC論で提示された「自
由な市場経済（Liberal Market Economies）」と「コーディネートされた市場経済（Coordi-
nated Market Economies）」という 2 つの概念の性質をみる3）。その上で、制度的補完性と
比較制度優位という 2 つの概念が、労働者の技能形成に果たす役割について考察する。
1．VOC論における関心の所在
　ホールとソスキスの関心は、「国際的な市場の競争が活発になるならば、 1 つの制度諸
形態に収斂してもおかしくない。それにもかかわらず、各国経済が多様性を保ち続ける要
因は何か。」という点にある。この点についてみるために着目したのが、経済的なアクター、
とりわけ企業が市場で行う戦略的な相互行為である。言い換えれば、企業志向的な政治経
済論として、VOC論は提唱された。
　この視点に立脚したVOC論から見出された調整様式は、アメリカとイギリスを念頭に
置いたLMEと、ドイツや日本を想定したCMEに大別される4）。この議論で重視されたのは、
より細かな分類ではなく、 2 つの基本的な区分の特徴である。具体的には、企業が関係を
構築しなければならない、①労使関係、②職業教育・訓練、③コーポレート・ガバナンス、
④企業間関係⑤情報共有という、 5 つの領域に焦点があてられ、企業間関係と市場におけ
る調整様式が対象とされた。この 2 つの市場経済における制度構成と、市場経済を構成す
る企業統治システム、教育・訓練制度、労使関係システム、企業間関係システムの特性や
補完性について、次項でみる。
2．LMEとCME
　まず、LMEにおいて、企業行動のパターンは、競争市場での受給条件の直接的影響を
受ける。企業統治に際しては、 4 半期ごとのバランスシートや市場での株価のような公的
に利用できる情報がより活用される。教育・訓練に関しては、特定の企業や産業でより活
　　　　　　　　　　　　　　　　
2 ） 本節の議論は、主として、Peter A. Hall and David. Soskice （eds.）（2001）の第 1 章および第 4 章、
Bruno Amable （2003）の第 1 章、安孫子（2004、2005、2010）、安孫子（2012a）の第Ⅲ部第 1 章、安孫
子（2012b、2015）、安孫子・水島（2010）の第 2 章、木村（2011）、山田（2008）の第 6 章、などの先
行研究を参照している。
3 ） 以下の本文では、「自由な市場経済」をLME、「コーディネートされた市場経済」をCMEと略記する。
4 ） LMEの例として他にあげられたのは、オーストラリア・カナダ・ニュージーランド・アイルランド
の 4 つの国である。また、CMEの例として他に示されたのは、スイス・オランダ・ベルギー・スウェー
デン・ノルウェー・デンマーク・フィンランド・オーストリアの 8 つの国である。
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用できる特殊的技能よりも、多くの企業間で移転可能な一般的技能が重視される5）。労使
関係については、労働組合の弱さゆえに使用者側の裁量が大きい。企業間関係では、標準
的な市場関係とフォーマルな契約の履行が中核をなし、市場競争を通じた標準設定や技術
移転が図られる。
　これに対して、CMEでは、非市場的な企業間の戦略的相互作用の結果として、その行
動様式が示される。企業統治においては、評判によるネットワークモニタリングに基づい
た、いわゆるメインバンクのような忍耐強い資本が存在する。これによって、長期でより
利益を生み出す投資が可能になる。教育・訓練に関しては、高度な企業特殊的ないし産業
特殊的な技能が広範に利用される。労使関係については、労働者が交渉に強く関与する。
企業間関係では、特殊的技能による低い流動性を前提にした協業や標準設定、技術移転が
図られる。
　上述した 2 つの市場経済の違いを生み出すとされたのが、制度的補完性である。それぞ
れの市場経済のシステム間から見出された特徴は、以下のように示しうる。
　LMEの場合、企業統治と教育・訓練の間では、長期的な投資が困難なために、企業支
配のための市場が強化される。企業統治と労使関係の間では、労働者側の力の発展が妨げ
られるので、企業所有者に強い誘因がもたらされる。企業統治と企業間関係の間では、内
部情報を利用する際に他の企業の利用が難しいので、長期的な投資への関与が困難になる。
教育・訓練と労使関係の間では、高度に流動的な市場化により特殊的な技能を形成する誘
因が削がれるため、一般的な技能の形成や活用が促されるだけでなく、公的な機関での再
訓練が可能になる。労使関係と企業間関係の間では、高水準の技能を持つ労働者の移動に
よる技術移転が促される一方で、労働市場の規制緩和が要請される。
　CMEの場合、企業統治と教育・訓練の間では、企業ないし産業特殊的な技能の形成を
可能にする一方で、企業の評判をモニタリングする材料が提供される。企業統治と労使関
係の間では、労使合意による意思決定に収益性の要請を組み込む方法の提供が容易になる。
企業統治と企業間関係の間では、業界団体を通じた長期的な企業間関係への関与により、
評判によるモニタリングが可能になる。教育・訓練と労使関係の間では、長期的な人的投
資へのリスクの低下が、特殊的技能を持つ労働者の発言権を強化する。労使関係と企業間
関係の間では、製品市場における協力によって外部労働市場での競争が弱められる結果、
他企業から労働者を引き抜く動機が弱体化する。
　まとめると、経済のある領域で特有な調整様式を持つ場合、他の領域でも補完的な慣行
が発展することが考えられる。そうならば、制度慣行がランダムに分布するというよりも、
異なる構成で組み合わされた複数の補完的な慣行に収斂する可能性が高い。この議論から
生じたのは、「それぞれの市場経済が、特有なタイプの生産方法や製品に特化する傾向が
あるのはなぜか」という論点である。この論点をみるために、ホールとソスキスが着目し
たのはイノベーションの類型化および性質の違いである。この論点の考察から見出された
のが、「比較制度優位」という概念である。
　　　　　　　　　　　　　　　　
5 ） 特殊的技能ならびに一般的技能の特性については、後述の第 1 節第 4 項で詳細をみる。
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3．比較制度優位に基づく戦略とイノベーション
　ホールとソスキスによれば、企業の長期的な成功にとって決定的なのはイノベーション
である。それは、新製品の開発や生産プロセスの主要な変化を含む根元的イノベーション
（radical innovation）と、生産プロセスの持続的だが小規模な改善で特徴づけられる漸進
的イノベーション（incremental innovation）とに大別される。このように区別されるイノベー
ションは、LMEとCMEに異なる影響を与える。具体的な影響は、それぞれのイノベーショ
ンが、LMEとCMEに及ぼす影響から論じられた。
　はじめに、LMEと漸進的イノベーションの関係をみる。短期の利益を追求する金融市
場や、経営管理層が強い権限を持つ労使関係は、労働者の安定性を損なう。そのため、労
働者が獲得する技能としては、特殊的技能よりも一般的技能により関心が向けられる。加
えて、LME下の契約法と反トラスト法は、漸進的な製品開発に向けた企業間協力を抑制
する方向に作用する。結果として、LMEでは、漸進的イノベーションに制約がかけられる。
　次に、LMEと根元的イノベーションの関係についてみる。労働移動率の高い労働市場
では、不採算部門の労働者を解雇したうえで、企業が求める水準の技能を持つ労働者を採
用できる。このとき、他企業を吸収合併することをあわせることで、技術の移転が図られ
る。それ故に、LMEには、根元的イノベーションが促される傾向がある。
　それから、CMEと漸進的イノベーションの関係をみる。両者から見出されるのは、以
下の 3 つの特徴である。 1 つ目は、企業組織が、雇用の安定・監視からの自律・意思決定
に関与する機会を労働者に提供することである。 2 つ目は、技能形成システムが、労働者
が担う職務で求められるよりも高水準の技能形成に寄与することである。 3 つ目は、緊密
な企業間関係が、製品やプロセスの漸進的改善を促すことである。すなわち、CMEの諸
制度は、漸進的イノベーションを促進する。
　最後に、CMEと根元的イノベーションの関係をみる。技術移転に関しては、企業買収
などによって新技術を一挙に獲得することは困難である。また、労働者が組織の意思決定
に強く関与する場合、組織の抜本的な再編成が容易ではない。さらに、長期の雇用保障に
よって、新たな技術を担う労働者の雇用、ひいては根元的イノベーションの実現が阻害さ
れることもありうる。
　要するに、LMEの制度構成が根元的イノベーションとより適合する一方で、CMEの制
度構成は漸進的イノベーションとより適合するとされる。イノベーションに対するLME
とCMEの反応の違いは、調整様式の差異および投資先の資産の性質に表れる。LMEでは、
市場メカニズムに基づいた調整が、移転可能な資産への投資を促す。一方、CMEでは、
非市場的手段を通じた調整が、特殊的資産への投資に導く。換言すれば、比較制度優位は、
「ある特定の制度構成が、特殊なタイプの企業活動に優位性を与えること」と定義される。
ならば、企業の市場戦略と労働者の資産である技能の汎用性の間からは、どのような適合
関係が見出せるのか。この点を次項でみるために、ホールとソスキスが着目したのが、製
品市場戦略と技能の性質との適合性という観点から、技能の性質と社会的保護の適合性に
着目したマルガリタ・エステベス-アベ（Margarita Estevez-Abe）、トーベン・アイヴァー
セン（Torben Iversen）、ソスキスによる議論の成果である6）。
　　　　　　　　　　　　　　　　
6 ） エステベス-アベらが執筆した論文は、Hall and Soskice （eds.）（2001）の第 4 章に所収されたもので
ある。
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4．技能と社会保護の補完性
　エステベス-アベらによる議論は、労働者の技能に関して、企業特殊的技能、産業特殊
的技能、一般的技能という 3 つに区分することから始まる7）。それぞれの技能の性質は、
以下のようにまとめられる。
　技能の性質が区分される基準は、移転可能性に基づく資産の特殊性である。移転可能性
が最も低い企業特殊的技能は、主に業務上の訓練（On the Job Training）によって獲得され
る。この技能は、訓練を実施した経営者にとって、具体的な水準が把握しやすい点で価値
が高い。一方で、それ以外の経営者からの評価は高いとは限らない。徒弟制度や職業学校
等を通じて形成される産業特殊的技能は、該当する業界内ならば、どの経営者からも価値
が認められる。市場において多くの経営者に評価される一般的技能は、企業および産業の
特徴から独立した価値を保有する。
　当然のことだが、実際の労働者が保有する技能には、 3 つの技能が混在していると想定
される。それにもかかわらず、生産システムが必要とする技能の性質に注目するならば、
個別の製品市場戦略は、特定の性質を持つ技能を持つ労働力によって促進されることが見
出される。
　エステベス-アベらが提示したのは、フォード主義的大量生産戦略、多品種大量生産戦略、
ニッチ市場向け高品質製品戦略、多品種高品質生産戦略の 4 つである。それぞれの戦略と
相互補完的な技能の性質については、以下にようにまとめられる。
　フォード主義的大量生産戦略では、標準化かつ規格化された製品が大量生産される。こ
の戦略では、生産工程における狭い範囲で標準化された作業をこなすことが求められる。
そのため、この戦略で必要とされる技能は、一般的技能に相当する半熟練労働である。
　多品種大量生産戦略では、文字通り多様な製品が大量に生産されるため、ライン上での
頻繁な段取り替えが必要になる。それ故に、多岐にわたる職務がこなせるだけでなく、企
業の製品と設備に関する知識が蓄積された企業特殊的な技能が重要視される。
　ニッチ市場向け高品質製品戦略で求められる技能は、産業特殊的クラフト技能を持つよ
うな、高度に訓練された労働力である。ただし、スケールメリットの乏しさから、生産工
程が集約する傾向がある。
　多品種高品質生産戦略では、高品質な生産ラインにおける生産量の増大が図られる。そ
のため、高水準なクラフト技能だけでなく、企業特殊的な技能も必要とされる。
　上述した戦略では、程度の差はあるとしても、企業特殊的技能および産業特殊的技能の
価値が高くなる。ところが、将来の雇用不安が想定される場合、合理的な労働者ならば、
特殊的技能ではなく、一般的技能を獲得することが労働者自身の雇用を最大化させる戦略
になる。それ故に、「特殊的技能への投資を促進する制度は何か」が、次の論点となった。
　この論点からエステベス-アベらが見出したのが、雇用保護・失業保護・賃金保護とい
う 3 つのタイプから成る社会保護の類型化である。雇用保護は、雇用保障が制度化された
　　　　　　　　　　　　　　　　
7 ） 労働者の経済的行動に関しては、①投資の決定前に、教育・訓練投資からの収益全体を計算する、
②リスクが同程度の場合、より高い期待収益を生み出す技能に投資する、③他の条件が一定ならば、リ
スク回避的な行動をとる、という仮定が設定された。そのため、合理的な労働者が技能への投資を決定
する際には、①技能形成にかかる初期コスト、②特殊的技能から得られる賃金プレミアム、③現在の職
とそれに付随する賃金プレミアムを失うリスクが考慮される。
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ことを指す。雇用保護が高くなるにつれて、景気後退期における労働者のレイオフが起き
にくくなる。失業保護の対象は、失業に伴う所得減少からの保護であり、個人の賃金水準
に関する不確実性を低下させる。賃金保護は、市場の変動から賃金水準を保護するための
制度を意味する。
　社会保護と特殊的技能の補完性は、以下のように示される。
　まず、企業特殊的技能は、定義からして、特定の企業外では価値が低下する。よって、
労働者が企業特殊的技能への投資を促すためには、長期にわたる雇用が保証されること、
すなわち、高水準の雇用保護が必要になる。その一方で、産業特殊的技能に関しては、雇
用保護自体はあまり重要視されない。なぜならば、産業特殊的であるならば、所得が低下
することなしに産業内の企業を移動できるからである。それ故に、労働者が産業特殊的技
能への投資を促すために重要視されるのは、就業状態に係わりなく「熟練労働者の賃金
（skilled wage）」が保護されることである。
　次に、産業特殊的技能の方でより顕著だが、特殊的技能への投資に要求されるのは、経
済変動を相殺できる程に、技能投資から収益を得られることである。その例としてエステ
ベス-アベらが挙げたのは、高水準の所得保障率とその確実な給付である。労働者が失職中、
とりわけ失業給付が稼働所得に連動する場合、高水準の所得保障率は、特殊的技能への投
資に対する報酬を労働者に与える。これは、失業中の熟練労働者が、低賃金の求人を受け
入れる必要性、つまり、賃金に対する下方圧力を低下させる。あわせて、失業中の産業特
殊的技能の保有者にとって、給付期間の長期化は、自身の技能に見合う職を見付ける可能
性の向上に資する。これは、再雇用された際に、従前と同じ水準の熟練賃金を受け取るこ
とを保証するとともに、熟練賃金に対する下方圧力を低下させる。
　さらに、特殊的技能への投資には、将来における評価基準の低下というリスクが伴う。
このような、取得した技能に対する収益が長期的に低下する可能性を抑制するために必要
なのが賃金保護である。特殊的技能に係わる賃金水準が保護されることによって、労働者
は、投資した場合に実現可能な生涯所得を計算できるようになる。つまり、賃金保護は、
雇用保護や失業保護の効果を強化する。
　まとめると、企業が特殊的技能に強く依存する製品市場戦略を追求する場合、雇用保障
や失業補償を約束することは、国際市場における競争上の地位を改善するコスト効率的な
経路の提供につながる。
　ここから見出されたのは、雇用保護と失業保護、技能形成の間の自己強化的なダイナミ
クスである。まず、雇用保護も失業保護も低い場合、労働者は、移転可能性の高い一般的
技能に投資する強いインセンティブを持つ。企業側にも、特殊的技能に依拠しない技術を
利用するインセンティブが働くので、一般的技能への需要が高まる。また、職業訓練制度
が脆弱ないし存在しない状況が想定されるため、一般的技能の活用が前提となる。結果と
して、企業での活用が見込まれる一般的技能への投資やその活用がより魅力あるものとな
り、自己強化的動態が創造される。逆に、雇用保護と失業保護がともに高い場合、労働者
には、特殊的技能への投資が魅力的になる。このとき、企業が特殊的技能を持つ労働者を
大量に投入する生産方法に特化するならば、結果として一般的技能の労働市場が縮小する。
要するに、どちらのタイプにも自己強化的なダイナミクスが存在する。すなわち、比較制
度優位は、相対的に豊富に存在する技能が集中的に利用できる制度構成から見出されると
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いえる。
　次項では、本項までみてきた議論の成果を基にして、VOC論の枠組みを整序する。そ
の成果から、TLMの特性についてみるための視角を得る。
5．VOC論の小括
　ホールとソスキスが追及したのは、国際的な競争が活発になる中で、各国経済の多様性
がなお保持される要因は何か、という論点である。まず、この論点の分析で着目されたの
は、市場における経済的なアクターである企業が行う戦略的な相互行為と、制度構成に基
づく調整様式の違いである。ここから見出されたのが、市場メカニズムに基づいた調整様
式に基づくLMEと、非市場的な戦略的相互作用に依拠するCMEである。LMEでは、市場
競争の促進、CMEでは企業間関係の構築という、異なる目標に向けて、制度構成が構築
される。
　次に、企業の長期的な成長にとって決定的とされたイノベーションは、根元的イノベー
ションと漸進的イノベーションに区分される。この 2 つのイノベーションは、前者は
LMEと適合性が高く、後者はCMEと適合性が高い。この違いは、移転可能な資産への投
資を促すLMEと、特殊的資産への投資が促進されるCMEとして表れる。つまり、ある特
定の制度構成、ならびにそれと適合性が高い特殊なタイプの企業活動との間には補完性が
あり、比較制度優位の源泉となる。
　そして、労働市場における比較制度優位からは、移転可能性に基づく技能の性質と社会
保護の間に補完性が見出される。LMEとの適合性が高いのは、市場での移動が容易な一
般的技能である。これに対して、CMEとの適合性が高いのは、市場での移動が相対的に
困難な企業特殊的技能ないし産業特殊的技能である。このとき、いずれの市場経済であっ
ても、技能の特殊性と、その活用に適合する社会保護の水準の間には、自己強化的なダイ
ナミクスが存在する。すなわち、労働市場に提供される社会保護の度合いによって、労使
間で重要視される技能の特殊性が変動し、それと適合する製品市場戦略も変化する。それ
故に、社会を取り巻く状況の変化を想定するならば、新たな状況と適合する製品市場戦略、
ひいては必要な水準の社会保護を提供する制度構成をそなえる必要がある。
　上述してきた考察の成果から、VOC論を用いて労働市場をみるための視角をまとめる。
VOC論では、「労働市場を取り巻く環境」、「労働市場に参加するアクターの特性」、「労働
市場から見出される制度構成」、「労働市場で活用される技能の特性」が主たる分析の対象
とされ、多様性が存続する要因が模索された。ここから示されたのが、LMEとCMEに適
合する制度構成が、制度的補完性によって強化されることである。また、比較制度優位の
概念に基づいて、製品市場戦略や制度構成が定まるならば、それらと適合する技能の特性
についての考察が可能になる。これらの視角に基づいて、次節では、労働者の多様なキャ
リアを前提としたTLMについて分析する。よって、次節では、TLMで想定される状況や、
TLMの構造に加えて、その目指す方向性についてみる。
Ⅱ．移動的労働市場論の構成と意義
　本節は、シュミットが提唱する移動的労働市場（Transitional labour markets, TLM）論　
の内容と意義について論ずる8）。具体的には、労働市場を取り巻く変化、TLMの目指す目標、
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調整手法、制度構成、ガバナンスについて概観する。その上で、TLMで求められる技能
の性質についてみる。
1．労働市場が直面するメガトレンド
　労働市場が直面した状況の変化に関して、シュミットが注目したのは、グローバリゼー
ション、個人化、トランスナショナリゼーションという、 3 つのメガトレンドである。そ
れぞれの特徴は、以下のように示される9）。
　グローバリゼーションは、情報通信技術のデジタル革命を原動力とし、国家レベルを超
える制度構造の発展を促した。労働市場への影響としては、労務のデジタル化が可能にな
り、労働移動性や移住とある程度機能的に等価的になった。個人化に関しては、諸個人に
よるイノベーションの源泉になるだけでなく、雇用と退職の間の境界を浸食した。トラン
スナショナリゼーションは、ネーションの政治的・経済的な自律性の喪失という問題を顕
在化させた。
　国家や市場、家族間の関係に相当な影響を持ち続けるこれらのメガトレンドは、労働市
場において多岐にわたる影響を与えた10）。まず、グローバリゼーションは、賃金をはじめ
とする労働条件に係わる範囲を拡張した。これによって、雇用契約の再調整だけでなく、
完全雇用社会の定義に関する考察の進展を促した。次に、個人化は、雇用慣行の見直しに
よって、諸個人の状況に応じた機会の組み合わせを要求した。その結果、既存の制度が想
定する範疇外の人々が増加した。さらに、トランスナショナリゼーションによって、制度
の想定する対象地域と実際の活動範囲の間に乖離が発生した。
　これらの影響から見出されるのは、類似した行動を選択する多くの人々に該当するライ
フサイクルから、多様な機会の組み合わせによって多くの人々を包摂するライフコースへ
の転換である。この転換に適合するようなルールの策定や、リスク管理のための制度的配
置の確立ができる雇用システムは、比較優位を持つことになる。この点に関して、メガト
レンドに適応する制度構成としてシュミットが提唱したのが、TLM論である。次項では、
TLMの構造をみる前に、シュミットが着目した 2 つの点を確認する。 1 つは、シュミッ
トが目標として提示した「完全雇用概念」である。もう 1 つは、TLMにおける調整様式
の 1 つとして用いられた「開放型調整方式（Open Method of Co-ordination）」である11）。
2．「完全雇用」概念の再定義とOMCによる調整
　シュミットの完全雇用の概念には、ロード・ベヴァリッジが定義したそれとは異なる点
がある。この点についてみるために、ベヴァリッジによる完全雇用の定義と、シュミット
による定義とを比較する。
　　　　　　　　　　　　　　　　
8 ） 本節の議論は、主として、Schmid （2008）の第 1 章、第 2 章、第 5 - 8 章、安孫子（2012a、2014）、
内山（2011、2016、2017）、木村（2015）、豊泉（2011、2015）、労働政策研究・研修機構編（2016）、若
森（2013）の第10章、第11章、終章に依拠する。
9 ） メガトレンドの詳細および労働市場への影響については、Schmid （2008）の9-23頁、木村（2015）
の86-93頁を参照。
10） シュミットが影響の範囲として示したのは、従来と異なる労働需要の開拓、雇用と社会保障のネク
サス、賃金形成の制度、伝統的で継続的な職業教育・訓練である。
11） 以下の本文では、開放型調整方式をOMCと略記する。
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　まず、ベヴァリッジは、完全雇用の対象を俸給稼得者に限定し、怠惰からの解放を目標
とした。目指されたのは、労働をペイさせる、労働を割の合うものにする（making work 
pay）にすることとされた。また、失業の原因は、有効需要の欠如、産業の変化、移転ニー
ズの確保にあるとみなされた。
　この定義に対してシュミットは、前提の修正から取り掛かった。具体的には、完全雇用
が持つ社会参加的な側面に着目し、就業者に加えて非就業の人々にまで対象を拡大した。
この修正を経たシュミットによる完全雇用の定義は、全ての人にとって男女平等に、ライ
フコースにおける特定の状況や希望に応じて変化する雇用機会を提供すること、である。
ここで目指されたのは、移動をペイさせる、移動を割の合うものにすること（making 
transition pay）、つまり、労働市場と雇用政策を通じた社会的統合の達成である。
　次に、OMCは、1997年から開始された欧州雇用戦略を推進するガバナンスとして導入
され、加盟国間の雇用政策を調整するための政策として活用された。その適用範囲は、欧
州雇用戦略や社会的包摂の分野にとどまらず、研究開発・イノベーション、構造経済改革、
教育・訓練、情報社会化、文化、青少年・スポーツ、健康の維持・増進、市民保護等の政
策分野にまで広がる。
　OMCの構成要素は、「①短期的・中期的・長期的な共通目標の達成に向けたガイドライ
ンの決定、②成果を測定しベスト・プラクティスを選定する評価基準（指標）の開発、③
加盟国の国内実施計画、④定期的モニタリング、ベスト・プラクティスのベンチマーキン
グ、相互評価（ピア・レビュー）などによる相互学習プロセス12）」という 4 つからなる。
各要素の対象は、①と②はEUレベル、③は加盟国レベル、④は加盟国の内外である。
OMCの意図は、中央政府や地方政府、経営者団体と労働組合、市民団体間の交渉や協議
から政策形成や調整に関する正当性を獲得し、各加盟国の雇用政策・労働政策や福祉レジー
ムの改革に影響を与えることにある。要するに、OMCの調整様式では、メガトレンドに
直面した社会において、全体としての競争力の向上とそれに見合う労働・福祉レジームの
構築が目指されるとともに、EUなどのトランスナショナル、加盟国政府、地方政府、労使、
市民団体等の多様なアクターが係わる形で、資本の論理と労働・福祉の論理との妥協点が
模索された。
　これらの点を念頭に置いて、次項では、TLMの制度構成およびその機能についてみる。
3．TLMの制度構成
　社会的統合を目標とするシュミットは、TLMの制度構成について説明する際に、労働
市場に教育・訓練、家庭、失業、障碍・退職を加えた 5 つの領域と、労働市場との間の区
分に係わる移動を設定した。具体的には、継続的な職業教育・訓練と仕事の間、仕事間の
移動、労働市場と家庭の間の移動、雇用と失業の間の移動、雇用と退職・障碍の間の移動
である。その上で、これらの区分間で移動するために橋を設けて、ライフコースの段階に
応じた多様な雇用関係に資する労働市場内の移動、あるいは労働市場と教育・訓練や家庭
との間における自由で双方向的な移動が課題となった。換言すると、TLMでは、長期失
業や社会的排除のようなリスクを軽減し、労働者の潜在的可能性を引き出す制度構成の構
　　　　　　　　　　　　　　　　
12） 若森（2013）の211頁より引用。
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築が目標となった。上述してきた領域間の移動に関して、シュミットが焦点としたのは、
移動に係わる社会的リスクと、移動の活性化に必要な制度的保障である。
　移動に伴うリスクに関する要素としてシュミットが示したのは、ライフコースにおける
失業や病気、加齢や障碍、社会的義務のように人生にとって決定的な出来事である。これ
らに直面した労働者は、景気循環に伴う大量失業のリスクだけでなく、就労可能性が低下
するリスクにも対応しなければならない。この点を鑑みたシュミットは、①ライフコース
を通しての人的資本や就労可能性の後退・劣化、②雇用形態間の移動による所得の不安定
化、③子育てや家族の介護等の社会的義務による所得能力の制限、④非自発的失業による
所得の不安定化、⑤障碍や慢性的な病、加齢による所得能力の永続的な低下・消滅、とい
う 5 つにリスクを分類した。
　このようなリスクに対処するための制度的措置として、シュミットが提案したのが、所
得能力、所得保障、所得支援、所得維持、所得代替という、 5 つの制度的保障である。こ
れらの措置と諸移動の関係については、以下のように示された。
　移動に関するリスク管理で最も重視されたのは、教育・訓練と労働の間の移動リスクを
管理することで労働者の移動を活性化することである。その理由は、人的資本に関するリ
スクが、ライフコース全体に係わるリスクだからである。具体的には、子育てや介護等の
社会的義務による職歴の中断によって技能が陳腐化するリスクが高まるので、生涯的な職
業訓練の重要性が高まる。
　仕事間の移動に関して、その活性化のために提案されたのは、労働時間の交渉や所得の
中断に対する補償のような、非正規雇用の労働者の保護に寄与する制度である。
　労働市場と家庭の間の移動を活性化させる観点からは、個々のライフコースに応じて有
給労働と無給だが有益な活動とを幅広く組み合わせる権利が必要なことが見出された。
　雇用と失業の間の移動の活性化に関しては、 3 つの方策が提案された。 1 つ目は、失業
給付による所得維持とアクティベーション政策の統合である。 2 つ目は、雇用保険の対象
を拡大し、有給雇用された労働者が等しい社会的保護の恩恵を受けることである。 3 つ目
は、失業給付の受給者がパートタイム労働を受け入れた場合に支給されるパートタイム失
業給付を設けることである。これによって、子育てや介護等の社会的義務に対応しなけれ
ばならない労働者が一時的な労働時間の短縮をしても所得の維持が容易になる。
　労働と退職・障碍の間の移動については、雇用と退職の時期を硬直的に区分するやり方
から、男女が有給労働と社会的義務を組み合わせる段階的な退職制度が提案された。この
制度の発展に求められるのは、公的な職業訓練や所得支援を通じて、高齢者に適した雇用
関係の範囲を拡大することである。
　ここまでみてきたTLMの構成を確立するためには、さらに検討しなければならない点
がある。それは、TLMのガバナンスをどのようにすべきか、という論点である。よって、
次項では、この論点に関するシュミットの考察をみる。
4．TLMにおけるガバナンス―権能付与型国家―
　シュミットは、TLMにおけるガバナンスについて検討するために、既存の労働市場政
策で展開された積極的労働市場政策（active labor market policy）の評価から始め、問題点
を探った。その上で、ライフコースの視点を加味した基準として「権能付与型国家（ensuring 
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state）」が提唱され、その可能性と課題について分析された。TLMがガバナンスされるべ
きか、シュミット独自の議論をみよう。
　積極的労働市場政策に関して、シュミットは、精緻に評価された研究の少なさから、そ
の有効性および効率性についての決定的な評価をしていない13）。その理由としてあげられ
たのは、慣習的なプログラムや評価が、人々を長期的に雇用する能力に関して企業の特化
したニーズやライフコースにわたる諸個人のニーズの特定できず変化を十分に考慮しない
点である。それ故に、伝統的な完全雇用の概念に即して、労働が割に合うというスローガ
ンにとどまる。換言すれば、慣習的な評価は、諸個人の長期的な就業能力や企業が雇用す
る能力の強化に基づいて、失業を抑止する措置の影響評価に十分に適合していない。それ
にもかかわらず、シュミットが示唆したのは、積極的労働市場のオルタナティブが明確で
ないために、措置の改善が続けられ、潜在的な影響に適合するように比重が再調整され、
より効果的な実施構造の制度化が模索されたことである。
　上述の評価に基づいたTLMの概念が注目したのは、全ての労働市場における動きが双
方向になるという事実である。シュミットによれば、1985年から2005年までのドイツにお
ける半分以上の転職は、中核をなす労働市場内ではなく、むしろ労働市場と教育・訓練や
リタイア（早期退職）、家族労働者や一時的な就業不能のような他のサブシステムでの活
動との間で発生した。つまり、新たな積極的労働市場政策を評価するためには、労働市場
で発生する多様な動きの相互作用を考慮しなければならない。この点から、活性化された
労働市場政策で要求される 2 つの要素が見出された。
　 1 つ目は、ライフコースにわたって発生する 5 つの主要リスクに対して協調的かつ補完
的に制度化されることである。これらの雇用リスクは、①労働市場における根本的に平等
な機会を要求する男女の強い要望、②新たな情報技術革命による技能や能力の向上、③労
働力の高齢化、④グローバリゼーションによる競争の激化、という 4 つの理由で変化し、
新たなリスクに即した社会保護や雇用政策の差異化を要求する。
　 2 つ目は、失職者の所得保障を重視する失業保険から、雇用保障に重点をおく雇用保険
への転換である。失業保険の主たる対象は、循環的な景気変動、製品市場の季節的変動、
あるいは技術革新のような外部リスクである。これに対して、雇用保険の主たる対象は、
内的もしくは作られたリスクに対応し、人々がそれらを引き受ける制度配置を提供するこ
とである。つまり、労働が割に合うことだけでなく、移動が割に合うことも目標に含まれ
る。
　これら 2 つの要素を満たすために労働市場に要求されるのは、「良い」移動と「悪い」
移動を識別する厳格な基準である。この点に関してシュミットが示唆したのが、①移動す
る権原の確立による個々の自由（自律）の強化、②リスクシェアリングにおける普遍性や
包括性を通じた連帯の促進、③特化や調整、協調による有効性の改善、④労働市場政策に
係わるリスク管理技術の適用を通じた効率性の増大という、良い移動を支援して悪い移動
を抑えるための 4 つの基準である。これらの基準から、TLMの概念がどの程度新しい組
織形態を要求するのかという論点が見出された。この論点を議論するためのフレームワー
クとしてシュミットが着目した概念が、「権能付与型国家」である。
　　　　　　　　　　　　　　　　
13） シュミットによる先行研究の評価は、Schmid（2008）の243-248頁を参照。
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　シュミットは、権能付与型国家の概念によって、「政府」から「ガバナンス」への変化
を説明した。具体的には、労働市場政策との関連から、一般化が図られた14）。そこから得
られた知見を以下でまとめる。
　権能付与型国家の概念では、市民や協会、NGOs、トランスナショナルなアクターに係
わる多様性の増大のような、多様な社会的アクターを包摂することによって、社会全体の
発展を制御することが図られた。それ故に、公益に係わる目標として認識されたのは、①
全ての人々が労働に前向きな雇用、②需要と供給の一致、③失職した際の所得保障、④有
給雇用のための機会均等を保証するために不利な人々への補償、である。影響の大きい外
的環境の認識や優位となる選好の変化によって、それらへの適合を目指すための順序は変
わりうる。
　従来の労働市場政策では、ガバナンスにおける各要素の最適化に焦点を当てることが目
指された。これに対して、権能付与型の労働市場政策では、労働市場政策の目標に適合す
るための取り組み全てが利用可能になることが目標になった。この変化から 2 つの点が見
出された。
　 1 つは、積極的労働市場政策から活性化された労働市場政策への移行では、積極的労働
市場政策で用いられたコントロール手段が完全に置き換えられたわけではなく、生計確保
の賃金代替のような一部の法的主権は存続した。
　もう 1 つは、異なる労働市場間におけるアクターの責任の分割において国家はアクター
の 1 つでしかないという、権能付与型国家で鍵となる概念である。EU拡大やOMCは、国
家の決定的な重要性を際立たせた。なぜならば、労働市場政策と雇用政策の間のパラメー
ターの変化が増大する中で、国家が野心的なEUの野心的な目標を達成する責任を引き受
けるからである。
　ここまでの議論を前提として、シュミットは、権能付与型国家の可能性と限界について
考察した15）。まず、労働市場政策の目標に関しては、以下の 4 点が指摘された。
　①全ての人々が労働に前向きな雇用については、全ての人のための労働という目標の達
成が保証されない。その理由としては、連邦雇用機関の現代化に期待がかかる一方で、税、
賃金、教育・訓練に関する政策の重要な改革のような、雇用のダイナミクスにおける職業
紹介や他の積極的労働市場政策の措置よりも重要な他の領域を遅らせていることがあげら
れた16）。
　②需要と供給の一致に関しては、労使双方の関心事が明確になることによって、就業ま
でにかかる時間の減少という、有益性が指摘されたものの、全体としては疑わしいとされ
た。その根拠として示されたのは、継続的な職業教育・訓練を受けた水準の労働者数の少
なさと担当する管理者が持つ情報の少なさである。そのため、制度化されたシステム下で
　　　　　　　　　　　　　　　　
14） 労働市場を取り巻く状況の変化については、前掲書の256-258頁を参照。
15） シュミットは、TLMにおける新たな労働市場の初期形態と想定した「アーティストやジャーナリス
ト向けの労働市場」をTLMにおける初期形態の 1 つに想定するとともに、ドイツで実施された労働市場
改革の経験を参考にして、新たなガバナンスが機能するかどうかについて考察した。詳細は、アーティ
ストやジャーナリスト向けの労働市場に関しては前掲書の185-209頁を、ドイツにおける市場改革につ
いては前掲書の261-269頁を参照。
16） ドイツにおける公的職業紹介組織の変遷については、労働政策研究・研修機構編（2016）の37-38
頁を参照。なお、以下の本文では、該当する機関を原則として「連邦雇用機関」と表記する。
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の学習、すなわち、認識された課題への対処が改めて判断する際の基準になる。
　③失職した際の所得保障に関しては、支援の要素と需要の要素の間の非対称が指摘され
た。具体的には、従来の社会支援の受益者の多数にとっては基礎手当が明らかに有利であ
る。その一方で、従来の失業保険の受給者の多くは、積極的労働市場政策やグローバルな
雇用政策が十分な量の仕事の供給や継続的な職業教育・訓練を提供しないために、収入と
技能の劣化という脅威にさらされた。
　④有給雇用のための機会均等を保証するために不利な人々への補償に関しては、軽視さ
れた長期失業者や職業紹介が困難な貧者の中の最貧者への対応が不十分なために、新たな
ガバナンス構造の下でも停滞気味とされた。
　これらの評価に加えて、シュミットが権能付与型国家の概念に係わる問題点として示し
たのが、ガバナンスに関する楽観主義、委任の可逆性、労働市場で責任を負う多くの人々
の能力に関する評価という 3 点である。ガバナンスに関する楽観主義に関して問題視され
たのは、しばしば強いアクターとなる国家による規制の影響下にある場合である。具体的
には、規制の影響下にあるアクター達の利害に適応すればするほど、特定の利害が一方的
に支持される懸念がある。委任の可逆性に関しては、サービスに関する規制やアウトソー
シングがうまくいかない場合に、政府が状況改善に向けた長期展望や政治的権力を持てる
かどうかによって、政府が提供能力をすぐさま回復できるかが変わりうる。それ故に、委
任先が戦略的能力を放棄したとしてもしばらくは元に戻らない可能性がある。能力の評価
に関しては、　職業紹介を担うために必要な専門性や能力、意思決定の準備や財源が過小
評価される可能性が指摘された。
　次項では、本項までの議論で得られた知見を基にして、TLMの性質について整理する。
その上で、TLMで求められる技能についてみる。
5．TLM論の小括―求められる技能の特性―
　シュミットは、「メガトレンドに直面した労働市場が、完全雇用を達成するために必要
な要因は何か」という課題を設定した。その方策として提唱したのが、TLMの制度化を
通じて、ライフコースにおける諸個人に多様な雇用の機会の組み合わせを提供することと、
景気循環に伴う大量失業や就労可能性の劣化に対処することである。具体的には、労働市
場の対象を直接的な雇用関係である賃労働だけでなく、教育・訓練や家庭、失業や退職・
障碍にまで拡張する。その上で、各領域間での双方向的な移動を促進するために、移動に
伴うリスクの管理策が重視される。
　リスク管理の目的は、単にリスクを最小化することではなく、移動に伴うリスクをどう
認識し、受け入れられるように事前に管理するかということにある。つまり、TLMにお
いては、移転を通じた事後的な再配分よりも、事前に流動性を提供することが重視される。
リスク管理の手段として、 2 つの方策がシュミットによって示唆された。 1 つは、失業保
険から移動に伴うリスクに対処できる雇用保険への転換である。もう 1 つは、労使交渉を
通じたリスク管理の基準の設定である。これらによって、労働市場における移動の促進と、
ライフコースにおける選択肢の拡大が図られる。
　ガバナンスに関しては、権能付与型国家における職業紹介事業の民営化の事例から考察
された。そこから見出されたのは、既に就労可能性が高い、あるいは比較的短期の訓練で
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就業が見込める失業者や雇用主にとっての有益性と、就業困難とみされたが故に職業訓練
から遠ざけられた失業者が被る不利益である。そのため、民営化が推進されるとしても、
国家等が関与しなければならない余地が示唆された。
　TLMにおける技能形成に関しては、ライフコースにおいて直面した状況や労働者の希
望を考慮した上で、教育・訓練と労働市場の間を双方向で移行することが想定された。こ
れらの移動によって技能や資格を獲得した労働者達は、有給雇用と無給だが有益な活動の
組み合わせを図る。
おわりに
　まず、TLMが直面したメガトレンドの性質からみる。グローバリゼーションとトラン
スナショナリゼーションは、市場での競争を活性化させる。その結果、非市場的な手段に
よる調整は達成困難になり、LME化の圧力が高まる。また、個人化の進展は、従来の制
度が想定した諸個人のライフサイクルという想定と現実の間に乖離を生じさせ、ライフ
コースの視点を導入する必要性を認識させた。
　次に、再定義された完全雇用の概念とOMCをみる。完全雇用の目的である社会的包摂
によって、TLMにおける潜在的な非就業者は、労働市場やその周辺領域に顕在化する。
その結果、TLMに係わるアクターとして諸制度に関与することが可能になる。主として
EUで用いられたOMCによって、非市場的な手段、つまり、CMEに基づく調整様式に基づ
いて、市場全体の底上げが図られる。それ故に、TLMを考察するためには、CMEの特性
からみることが有益である。
　理念型からみるTLMの制度構成においては、労働市場の対象範囲が拡大されるととも
に、労働市場内外の円滑な移動が追及される。これらの点をVOCの視点からいうならば、
TLMの制度構成は、CMEに係わる範囲の拡張に加えて、ライフコースに応じた移動が可
能になるように再構成される。その上で、移動経路の整備と、社会的包摂の達成が目指さ
れる。
　制度構成の点から、移動に伴うリスクへの対処が模索されることは、労使関係、もしく
は国家（政府）を交えた 3 者間で調整しなければならない箇所を明らかにする。すなわち、
TLMのアクター達が受け入れ可能なリスクを互いに認識した上で、それへの対処が可能
な形態を事前に構築することは、TLMの制度構成の確立と進化に寄与する。
　権能付与型国家の概念から見出されたTLMの特性は、以下の 2 点である。 1 つ目は、
これまで対象とされた労働市場が、教育・訓練、家族、失業、退職・障碍の領域を加えて
拡張されるために、CMEの対象範囲が拡大される点である。この点には、社会的包摂を
促進する面がある一方で、内部での迅速な調整が困難になる面もある。もう 1 つは、ドイ
ツにおける職業紹介の民営化のように、従来の公的管理から、民間も交えた市場での管理
への転換が図られた点である。ただし、全面的な転換ではなく、ある程度の公的な関与が
必要とされた。
　最後に、TLMで求められる技能の性質についてみる。TLMにおいては、対象となる労
働市場の範囲の拡大に伴って、労働者の双方向的かつ円滑な移動が重視される。そのため、
労働者全体の技能水準に関して、質と量の向上が必要になる。つまり、技能の特性に関し
ては、高水準な一般的技能、特殊的技能の速やかな転換、陳腐化した技能の再生がTLM
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から求められた要素である。
　一般的技能に関しては、規模の拡大に応じて、半熟練労働の労働者と高水準な技能保有
者を増加させる必要がある。そのため、TLMの確立に求められるのは、教育・訓練と労
働市場の間の移動の活性化、とりわけ就業前の学校教育と公的機関による訓練によって、
技能の保有者を増やすとともに、その水準を向上することである。
　特殊的技能に関しては、労働市場内の移動ならば、移動先の企業や産業に対応した企業
特殊的技能ないし産業特殊的技能の形成が必要になる。すなわち、労働者に求められる技
能としては、一般的技能と特殊的技能の中で基礎となりうるものに加えて、移動先で求め
られる特殊的技能を獲得できる制度を確立することが重要になる。これに対して、労働市
場と他の領域の間の移動の場合、非就業者の技能が陳腐化している状況が想定される。そ
れ故に、労働市場に再び参入する前に、保持できた技能水準ならびに就業先の要求水準と
の乖離が把握できることと、乖離した分を補う教育・訓練制度の整備が必要になる。
　まとめると、VOCの視角からTLMについて考察することによって以下のことが見出さ
れる。まず、労働市場の外の領域で調整がなされることを考慮するならば、CMEの概念
がTLMの基盤になる。TLMでは、景気変動への対処と完全雇用の達成が目指される。つ
まり、TLMでは、拡張された労働市場の内外に橋を架けることによって、労働市場の内
部および労働市場と各領域の間において、制度的補完性を生じさせることが目標となる。
次に、TLMの制度構成が確立される過程において、受容可能な形式でのリスクの再定義
が行われる。その結果を受けた市場での調整では、LMEの要素がCMEに組み込まれると
いう形で労働市場に係わる制度の進化が図られる。最後に、TLMでは、労働市場内で汎
用性が高い技能を基盤としつつ、それを就業先で要求される企業特殊的技能や産業特殊的
技能と組み合わせた、「地域特殊的な」性質を持ち合わせた技能が要求される。地域特殊
的技能の活用に向けては、いくつかの課題がある。労働者側からいえば、地域特殊的技能
の獲得に関して合理性が保証されることである。企業側からいえば、特殊的技能の活用が
合理的な製品市場戦略の確立させる必要がある。一方で、国家（政府）側が直面する課題
は、技能水準の評価を労使で一致させ、その形成過程を監督することである。
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